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巻頭言 

 

「村落と環境」第 19 号の発行にあたり、ご挨拶申し上げます。新型コロナウ

ィルス感染症の医療的な位置づけが 5 類に変更され、徐々に対面での会合や授

業へもどりつつありますが、皆さまいかがお過ごしでしょうか？ 

昨年度の第 19 回村落環境研究会は、2022 年 11 月 19 日（土）に九州大学西新

プラザで対面とオンライン併用にて開催をいたしました。報告、参加いただいた

会員の皆さまに深く御礼申し上げます。 

本「村落と研究」第 19 号では、昨年の 3つの研究会発表の論考・資料と質疑

の内容を紹介しております。第 1 報告は大分県玖珠郡の生産森林組合の経営と

解散について（長田拓夫氏）、第 2報告は阿蘇の草原管理を継続する入会集団に

ついて（白石智宙氏・竹内亮氏・嶋田大作氏）、第 3報告はインド・ウッタカー

ランド州の森林管理について（長濱和代氏）と多様で丹念な実態調査に基づいた

結果が報告されました。 

第 20 回目の研究会は 2023 年 11 月 11 日（土）に昨年と同じ会場（九州大学

西新プラザ（福岡市早良区西新 2丁目 16-23）で対面・オンラインでの併用で研究会

を開催したいと考えております。 

入会林野や入会を起源とした生産森林組合を巡っては、2018 年の森林経営管

理法、2019 年の表題部所有者不明土地適正化法の制定、そして 2021 年と 2023

年には民法改正がなされ、物権法や共有制度、財産管理制度などの見直しがなど

大きなインパクトがある法律が次々と成立しています。そのため、20 回目の研

究会では、近年増加している認可地縁団体の法的問題や民法改正の入会への影

響について愛媛大学法文学部の西脇秀一郎先生にご発表をお願いしています。

その他の発表者については現在調整中ですが、多くの皆さまのご参集をお願い

いたします。 

今後とも村落環境研究会の活動にご理解とご協力をよろしくお願い申し上げ

ます。 
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【第 1 報告】 
 大分県玖珠郡の生産森林組合の現状について＊ 
     報告者：長田拓夫（元玖珠郡森林組合） 
           （＊本稿は当日配布資料とオンライン発表録画を元に 

佐藤宣子が作成した） 
 
 大分県玖珠郡の生産森林組合の現状について報告したい。表－1 は、生産森林組合数と組

合員数、面積、経営状況の推移を示している。また、表－2 は 2022 年 8 月末現在管内にあ

る 12 の生産森林組合の組合員数と面積を示した。 
 
表－1 玖珠郡管内の生産森林組合数および組合員数の変化 
年度 生産森林 

組合数 
組合員数 経営面積 欠損金 

組合数 
剰余金 
組合数 

1993 49 2,872 2,634 29 20 
2003 34 2,135 2,263 26 8 
2012 20 1,555 1,956 12 8 
2018 15 1,313 1,783 8 7 
2021 12 845 1,571 4(5) 8（7） 

注：（）は累積での欠損組合と剰余組合数を示す。 
 
表－2 令和 4（2022）年（8 月末現在）における生産森林組合の組合数と経営面積 
生産森林組合 組合員数 経営面積（ha） 

A 8 名 53 
B 17 名 36 
C 17 名 164 
D 18 名 29 
E 24 名 46 
F 24 名 87 
G 25 名 284 
H 38 名 102 
I 40 名 228 
J 123 名 49 
K 167 名 461 
L 344 名 32 

 
1993 年に 49 あった生産森林組合は 2021 年には 12 組合となっている。37 組合が解散し
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ている。総組合員数は 2,872 人から 845 人へと 29.4％となった。一方で、面積は 2,634ha
から 1,571ha へと 59.6％であり、面積が小さな生産森林組合が解散したことがわかる。ま

た、現在ある組合でも全てで、組合員数が設立当時の半数以下となっている。12 の生産森

林組合の令和 3（2021）年度に累積欠損のある組合は 5 組合、剰余金がある組合は 7 組合

となっている。累積欠損金額は、少ない順に 432 千円、1,382 千円、1,835 千円、3,563 千

円、6,700 千円である。累積欠損が多い生産森林組合は、大きな面積の組合で組合員が手出

しをして組合が借入し、作業道を入れたが、間伐材が売れずに長期借入金となったものであ

る。土地立木の評価額よりも累積欠損金が上回っている生産森林組合は、解散ができない状

況になっている。 
会員の年齢は 50 歳から 90 歳であり、70 歳から 75 歳の人が主流であり、高齢化そして

後継者不足となっている状況である。第一次産業はほとんどこういった傾向であろうかと

思うが、森林関係も同様となっている。 
基本的に生産森林組合は労務提供を原則としているため、全伐（皆伐）可能な山林を生産

森林組合が所有しているが、全伐すると後々の「育林」が懸念される。最近の傾向は全伐後

の植林から保育を森林組合に委託する生産森林組合や部落共有等が増加しつつある。 
設立当時の森林の状況は、畜産と農業が盛んな地域だったため、生産森林組合が所有して

いる山は奥の方で、なおかつ原野が多かった。原野に造林をして今にいたっており、生育遅

れの場所もあった。とはいえ植えて 30 年くらい経ち、間伐をしないといけないと、作業道

が必要ということで延長した。作業道も国の補助金を使いますが、全額支援という話ではあ

りませんので、間伐材の売り上げを見越して作りました。材価の低迷で苦しい状態がつづい

て、負担金をとって作業道をひいた。最近やっと 私のところも上等じゃありませんけども

木材が 1万８千円/m3くらい市場で売れるようになった。それぐらいすると、経営的にもな

んとかできるようになってきた。 
昔は生産森林組合、今申し上げましたように原野造林であり、シイタケ生産原木用のクヌ

ギをかなり広範囲に植えた。ご存じの通り、伐期は長くて 15 年。2 回目から 9 年か 10 年

で伐採できる。長い林業のスパンの中では比較的良かったと思う。 
  しかし、シイタケ生産農家も減っており、クヌギが大きくなりすぎて、炭にはいいかも

しれないがシイタケ原木としては堅すぎて、シイタケの発生が悪くなり、使えないようにな

った。 
  そんな感じで徐々に生産森林組合数も減少した。現在 12 組合しか残っていないので、

どういうのですかね、資産ですね。土地とか森林の評価が弱まっており、それが下回ってい

る場合は解散した方がよい。しかし資産評価があるうちは税法上、解散するときに税金がか

かる。そういうこともあって、残っている生産森林組合はそのまま存続している、そうした

感じである。 
さっきも申したが、欠損金が出ている生産森林組合の原因は、大きい面積で間伐作業をす

るために作業道が必要、先ほど言いましたが、6割ぐらいは国と県で補助されるが、残りが
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どうしても、地元の負担金が必要。そしてその間伐材がお金になればよかったんですけど、

切り捨てておいた方がよいという状況が続いたからである。長期に欠損金がでている生産

森林組合の書類を見てみますと、組合員から負担金という形でお金を徴収して、長期の借入

金という形で累積している。その借入金で作業道を作り、そのまま欠損金が累計したように

なっている。 
逆に剰余金がある生産森林組合は、まあまあ収支のバランスがとれている組合は、クヌギ

を所有している組合である。シイタケ生産用に原木が販売できていたので収入があがった

ので剰余金ができた。 
地域全体が高齢化少子化している。先ほど紹介がありましたが、私は森林組合の職員だっ

たので、森林組合から組合員全体に案内を出しても、宛先がない、集落の代表者に聞いても

分からない、若い人は黙ってどっかに出ていっちゃう、そういう状況である。生産森林組合

もご多分にもれず、組合員が把握できなくなっている状況で、今からの生産森林組合は人作

りが一番重要だと考えている。 
私からは以上です。 

 
【質疑応答】 
（佐藤宣子）（司会）追加で、解散した生産森林組合がどういう土地所有形態になったかと

いうことを情報があれば教えていただけますか。 
（長田）解散したところは結局、元の共有に戻しています。中には組合を解散して登記変更

をしていないところも一部ある。 
（佐藤）そうしたら生産森林組合が入会にまた戻ったという感じですか。 
（長田）入会というわけではない。残った組合員の共有にして、自治体などとは関係ないで

すけどね。 
（佐藤）わかりました。ありがとうございます。質問をお願いします。 
先ほどもご紹介ありましたように、大分県の生産森林組合のというと、玖珠郡が非常に多

くかった。大分県の生産森林組合というと玖珠郡と日田郡が多かったところです。特に玖珠

郡の方は先ほどもご紹介ありましたけれども、スギ、ヒノキだけではなくてクヌギの原野造

林が多くて、クヌギの入札とかで地元の方々にくぬぎを売って、それが収益になっていまし

た。私は 1990 年代に随分、玖珠郡特に九重町で調査したことがあります。 
椎茸生産が落ち込む中でそういった販売というのがなくなってきて、高齢化も進んで解

散ということが増えたということでした。何か質問はありませんか。 
（嶋田大作）（龍谷大学）大変興味深いご報告ありがとうございました。クヌギの人工造林

ということで大変興味深い話をして頂きました。シイタケの原木ということで言いますと

東北で震災があってあちらの方の原木が放射能で汚染されて、全国的に見ると原木が不足

している状況になっていると思うのですが、そうした影響はありませんか。 
もう一つは、最近薪ストーブやキャンプブームなどの影響で、クヌギの場合は、少し大径
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化したものですと薪の原木としても需要があるのではないかと思っているのですけれども、

その点について教えていただければありがたいです。 
（長田）：おっしゃる通り東北の方で震災があってクヌギの原木が不足していることで、私

のところ、大分県からクヌギを移出しています。トラックで数台送っています。大分県の森

林組合連合会が窓口になっている。特に、私どもの方ではクヌギの需要がもうないというこ

とで、東北に送っています。生木ですが玉切りをして、少し乾燥させて出します。シイタケ

原木は、90㎝から 1m20cm がシイタケ原木の規格になっていて、その長さで、送らせてい

ただいております。有難いことです。 
（嶋田）それは生産森林組合の経営にとってプラスになっていますか？ 
（長田）そうですね、要は元の立木代はいらないので伐採して道路端まで出す、搬出すると、

その経費がでれば、収入にはなります。その程度の作業ならばまだ組合員でできるかなと。

杉のように大きくないのでまだ出来ます。ただクヌギは堅いですけど。昔から生産森林組合

の組合員もやっぱりシイタケで作ってきた人がおりますので、そういう作業ができます。 
薪の方は、アウトドアブームなどをいかして、そういう方向はいいと思うのですが、どうな

んですかね。キャンプ場付近で確かにそれこそ数えるほどでありますが、販売している生産

森林組合もあります。クヌギよりもその辺の雑木の方が火持ちがいい。またクヌギは炊くと

パチパチはしる、その点他のカシノキなどの雑木は喜ばれるので、一つのお金にはなります。 
（福田浩一）（長崎県林政課）生産森林組合の解散についてお聞きしたい。長崎県でも生産

森林組合が解散したいけど、お金がなくてどうしようもないというところが多いです。しか

し登記にお金もかかります。そこでお尋ねですが、最後に解散後に記名共有としたと言われ

ましたが、その経緯をもう少し詳しく教えていただきたい。 
（長田）要は生産森林組合であれば組合長の印で一発で通るということだと思いますが、生

産森林組合の中でも、当初の人から人間が亡くなって減ってきています。最終的に本当に今、

山を管理している、そしてまたそれに加わろうかという能力のある人ですね、その人たちだ

けを集めて登記をやりたいというような方法です。 
（佐藤）そしたらやはり入会に戻ったわけではないですね。 
（江渕武彦）（島根大学）島根大学の江渕と申します。生産森林組合設立以前の山林の登記

はどんなものだったんですか。住民の記名共有だとか、あるいは地区の代表者の名義だとか

いろいろ形があると思うんですけど、どういうものだったか、一番典型的な形をもし覚えて

おられたら教えてください。 
（長田）私のところは実は玖珠郡の中でも、九重町という自治体です。九重町の行政に企画

室というのがありまして、入会林野整備を何年かかけてしているわけですね。生産森林組合

が 49 ほど設立したので、協議会というのを作って、森林組合がその事務局を引き受けてい

ました。言い方悪いですけど、生産森林組合のお年寄りで山へ行って仕事をする人にとって、

経理がやっぱり難しかったんですね。その経理指導を主に協議会の事務局を役場から委嘱

されて森林組合が実施していた。そのため、生産森林組合を設立したときの山林の所有関係
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がどうだったのかは分かりません。 
（江渕）わからないということで結構です。では、資料に、全伐後に森林組合に保育を委託

するという形と、部落共有という形があるとお書きになっていますが。 
（長田）はい、まだ記名共有もしくは集落の名義の山は実際に残っているのがあるんですよ

ね。 
（江渕）（入会林野整備をせずに）生産森林組合にしてない所が。 
（長田）はい、集落共有という昔からおらっしゃる人がまだ現存してますね。全部が記名共

有というわけではないんですけど。 
（江渕）保育を森林組合に委託するということは、森林組合が植林するんですか。生産森林

組合が植林して、後の手入れを森林組合に任せるというだけですか。 
（長田）いろいろなケースがありますけど、一番最近になって多いのは全伐（皆伐）という

のは生産森林組合の人がそうじゃないとできないんです。森林組合の作業班が入って作業

します。その伐出が終わって植え付けから下刈りまでですね。森林組合がすぐ委託を受けて、

森林組合の作業班員を使って実施するということです。 
（野村泰弘）（島根大学）解散後、入会に戻ったわけではないとおっしゃっていたんですが、

それは機関というか、入会集団というものがなくなったということですか？組合長とかの

名義もないのですか。 
（長田）はいそうです。例えば何々代表だれだれというのが代表者でして。あとの人たちの

関係の名前が別記、別添えの紙になっている、それの形ですよね。 
（野村）では 1 人が何分の１の権利を持っているという形ですか。 
（長田）そうです。 
（野村）では、そうすると先ほどまだ残っている整備していない山林があるとおっしゃって

いたのですが、それには入会集団は残っていないのですか。 
（江渕）つまりこういうことです。全部登記で決まるのか、記名共有なら登記が絶対なのか、

それとも地区に掟があって、外に出たら権利がなくなるとかね。それは暗黙のこともあるで

しょう。地区から出ていったら権利がなくなる登記が残っていても、登記を優先するんです

か、それともそういう登記に関係なく掟があるんですか。 
（長田）特にはないですけど、生産森林組合という形のものにしておけば、例えば脱落者が

いても、どっか行っても、例えばどこかに売買するという話は組合長が印鑑でできるわけで

すよね。 
（江渕）ただね、生産森林組合の設立の前だとか、今でも生産森林組合の所有ではなくて、

地区の共有者の土地だという風になっているとかですね。生産森林組合でない場合、そうい

う場合はですね、登記で全部決まるんですか。登記があれば絶対どこに行っても権利がある、

そういう風にお考えになっていたんですか。あるいは今でもお考えになっているんですか。 
あるいはこれは地区の財産だから地区から出ていったら権利がなくなる。登記名義を持っ

ていてもね、そういう風に考えられているのかどちらですか。 
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（長田）その辺は色々集落がありまして、おっしゃるような内規を作っていることもあるか

もしれませんし、ちょっとそこははっきり分かりません。 
（江渕）おたくのところはどうですか。 
（長田）私のところはそうした内規はないです。 
（江渕）では登記で全部決まる？例えば、40 人なら 40 人の共有名義で登記した土地、そう

いった土地ってありますか、長田さんの地区に。 
（長田）それはあると思いますよ。 
（江渕）その場合ですね、記名共有の登記を持っているが、もう地元にいない人、その人た

ちはどうなるんですか。登記があるなら権利があるとやっぱり思われるんですか。 
（長田）ですからそれを集落にいない人は、名目の登記だけではなく、実質共同作業をしよ

うとかいうときに、出れないとか、全く山に寄りつかないという、そういうような状況にな

れば、もう登記だけあってないようなものですから、どういう処遇にするかこれは部落内で

決める。 
（江渕）ご参考までに申し上げておきますが、部落でそういう内規を作ったらですね、それ

が強いです、法律上。それは法律と一緒ですからね。作れたほうがいいです。 
（長田）わかりました。 
（野村）もう一度お尋ねしたいのですが、所有されてない山林は今どうなっているのですか。 
（長田）放棄地になってきている。 
（野村）それはもう管理する団体も存在しないという状態なんですか。 
（長田）そうですね、手が出らんということですからね。高齢化して山にいけないし、また

権利関係もはっきりしていないのもあるかもしれないですね。 
（野村）はっきりしていないから整備しにくかったということもあるのかもしれませんね。 
（長田）ありますね。 
（江渕）そういう場合でも、皆さんたちで話し合って内規作ってしまえばいい。それは強い

ですよ内規は。 
（佐藤）エネルギーがあるかどうかですよね、そこまでする。 
（江渕）何か問題が起きたとき、話し合って全部で、登記で決めるかどうかというのを判断

されたり、その場合ですね。登記じゃなくてわしらの土地だから登記は関係ないと、ここに

いる人だけというふうに決められたらそれは強いですよ。 
（佐藤）ありがとうございます。それではオンラインの方から質問ございませんでしょうか。 
山下先生お願いします。 
（山下詠子）（東京農業大学）（オンライン参加）ご発表ありがとうございました。1点お聞

きしますが、先ほどの資料の中で、剰余金のある組合と欠損金のある組合の数があったかと

思いますが、剰余金のある組合は収入源としてはどんなものがあるのでしょうか。特にクヌ

ギの椎茸の原木としての販売が関係しているのかどうか教えていただけますでしょうか。 
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（長田）クヌギ原木ももちろん収入源ではあります。ですが先ほど申しましたように、椎茸

生産者もかなり減っておりますので、収入のある組合もあるかもしれませんけど、それもや

っぱり適木というか適地適木ですね。原木として採取しやすい場所とかですね、木の大きさ

とかそんなんで変わってくると思います。 
それからまた戦後造林したスギ、ヒノキでも 50 年以上経っておりますので、間伐しても

全く採算が合わないということではないので、収入源にはつながっているということです

ね。 
（山下）ありがとうございます。そうしましたら、わりと条件のいいところであれば収入を

多少は得て、それを組合の存続のための運転資金に当てられる組合が残っている、剰余金の

ある組合はそういうイメージでよろしいでしょうか。 
（長田）そうですね。それとやはり田舎ですので、どうしても昔からのしきたりやらがあっ

て、この山だけは絶対ここの財産だけは減らしてはならないとかそういうのもあるように

思いますので、そこらも関係していると思います。 
（山下）ありがとうございました。 
（佐藤）ご質問ありがとうございます。その他にございませんでしょうか。 
（山下）もう一ついいですか。クヌギの原木のことでお聞きしたいんですけれども、木を伐

ったりするのはどなたになるのでしょうか。どの形で売り渡すのかというのをお聞きした

いのですが。 
（長田）いろいろあります。所有者が伐採能力があって、搬出能力があれば、所有者がやり

ます。それができなければ森林組合などがやります。道路まで出して、トラックから業者で

すとかですね。 
（山下）買い取る方が持っていくということですか。 
（長田）森林組合が委託を受けてですね、トラックでそれから先は欲しい方ですかね、そこ

に調達するということですよね。 
（山下）なるほど分かりました。ありがとうございます。 
（佐藤）他にございませんでしょうか。では、私の方から追加情報です。東北に対するくぬ

ぎ原木の輸出について、研究室の修士 2 年の学生が今調査をしております。大分県から主

に栃木県の方に行っていて、大分県の中ではやはり原野造林が非常に多い玖珠郡からが非

常に多く供給されています。 
ただしそれが生産森林組合の経営改善までつながっているかというと、そこまでの量は

ないということと、それから向こうは生椎茸でということでですね、くぬぎに対する要求が

直材で直径何センチ未満というようなそういった規格が厳しい。持ち運び、移動させないと

いけないのでそういった基準があります。 
そのため今こちらで問題になっているくぬぎの大径材を処理ができなくって、一部の細

いまっすぐなものに限定されています。ただし、それは原発事故を起こした東電の賠償価格

なので、一般の市場価格よりもかなり高価格で取引されているので、それに携わっている人
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には何らかの経済的なメリットは大分でも発生している。そうことを院生が聞いてきてお

ります。他に自由にご質問あればよろしいでしょうか。 
そしたらまた最後の総合討論で質問が出るかもしれませんけれども、長田様どうもあり

がとうございました。 
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放牧利用消失集落における
牧野管理活動の継続要因
―集落財政の分析を通じて

白石智宙（広島修道大学）

竹内亮（福岡女子大学）

嶋田大作（龍谷大学）

2022/11/19 村落環境研究会 1

はじめに

•日本の二次的自然としての半自然草原は、戦後
におけるその第一義的な利用形態である畜産利
用の衰退傾向を受け、利用度合の低下による荒
廃の進展に直面

•ここでいう荒廃とは植生の遷移による樹林地化
を意味するが、それは広域に連続する景観とし
て固有の草原景観を形成している地域において
は景観の劣化を意味し、地域課題として表出

•広域に連続する草原においてモザイク状に樹林
地化が進む事態は、後述するように、残存する
草原の利用や管理にとって追加的な負担を生じ
させる

2022/11/19 村落環境研究会 2

はじめに

•二次的自然としての半自然草原
…「人為的攪乱を受けながら、自然の再生力の
範囲内で持続的に維持されてきた草原」（高橋
（2009）P.6）

•畜産利用
…畜産業による草原利用を意味し、具体的には
放牧および採草利用

2022/11/19 村落環境研究会 3

はじめに

• 熊本県の阿蘇地域の草原は樹林地化による荒廃の
度合いを高めており、景観の劣化のみならず、生
態系サービスの喪失にもつながっている

• かつて阿蘇地域の草原保全のための管理は、草原
を主として利用する有畜農家が、そのまま管理の
担い手でもあったが、草原の利用と管理の乖離が
徐々に拡大しつつある

• 管理の担い手は有畜農家だけではなく無畜農家、
非農家の地元住民、更には非地元住民をも含むも
のへと変化してきており、草原の保全のための管
理の持続という課題には、有畜農家へのアプロー
チのみでは不十分となっている

2022/11/19 村落環境研究会 4

はじめに

• 本研究は、有畜農家がいなくなった後の集落と草
原管理活動との関係を分析

• 熊本県阿蘇市の旧一の宮町に属する下荻の草牧野
組合および下荻の草集落のケーススタディを実施

• その際の分析視角として、草原を利用・管理する
牧野組合が存在している集落の活動を支える集落
財政という観点を導入
…非有畜農家による草原保全への関わり、および
草原管理活動を可能にしている財源の動向を把握
することができ、何故草原保全のための管理活動
を継続できたのか、その要因を分析できる

2022/11/19 村落環境研究会 5

第1章 先行研究の成果と研究課題の導出

•集落による草原管理に関する研究について
•図司（2004a、2004b）は、入会牧野の利用度の
低下に続く利用と管理の分化、更には入会権者
の減少と「管理出役の弱体化」による「牧野空
洞化」の事態が進展してることを明らかにした

•更にこのような事態に直面した牧野組合員およ
びその他の主体の対処と認識の変容について明
らかにしている

2022/11/19 村落環境研究会 6

【第 2 報告】（研究会時に使⽤したパワーポイント資料の⼀部を掲載しています。） 
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第1章 先行研究の成果と研究課題の導出

• 先行研究は、経済的利用の喪失後も牧野の管理を放
棄せずに管理を継続している事例について、そのよ
うな管理が存在していることは明らかしているが、
それが何故継続できているのかについては検討して
いない

• 図司（2004a）の段階区分に基づけば、「利用後
退」から「管理後退」へと至る過程において管理後
退を防ぐという観点から集落の貢献を明らかにする
という課題

• この点に関して、草原の共同管理における貨幣経済
的インセンティブや地域リーダーの役割の重要性が
指摘されている（小串・鎌田（2008）・小串（2009））
が、それら要素のみの分析で十分であるかについて
は検討が必要

2022/11/19 村落環境研究会 7

第1章 先行研究の成果と研究課題の導出

• 集落財政研究について
• 集落財政とは「集落における諸集団の財政行為と
その連関の総体」（大内（1982））を意味し、そのた
め集落財政研究の焦点の1つは財政行為であり、集
落という「インフォーマルな自治組織」による
「地域住民の生活の質を向上させるための財政機
能」の発揮のあり方にある（戸石（2019））

• 先行研究は、集落財政の機能は「私」の領域に留
まるものではなく、「社会構造全体に関わるシス
テムを支える」機能として「公」の側面を有する
ということを明らかにしている

2022/11/19 村落環境研究会 8

第1章 先行研究の成果と研究課題の導出

• また集落や入会集団によるコモンズとしての共有資源管
理を扱った先行研究

• 入会林について、「地区の公益的事業の財源」、ひいて
は「自治活動の経済的基盤」としての意義が認められ、
この入会林からの「共益」があったからこその入会林の
維持・管理という循環が構築されている、更には集落に
よる共有資源管理が結果として有する環境保全といった
公益的機能の発揮を指摘（三俣（2001）、嶋田（2008））

• 三輪（2010）は、収益行為が行われていない入会地とし
ての草原について、同様に入会集団による環境保全機能
の発揮を指摘

• 新住民の増加による集落の自治組織と共有財産の管理組
織が分離する実態も報告されており（嶋田（2008）） 、両
者を区別して把握する必要

2022/11/19 村落環境研究会 9

第1章 先行研究の成果と研究課題の導出

•また中山間地域等直接支払制度と牧野組合の関
係を扱った先行研究

•山内・高橋（2002）は、阿蘇の牧野組合におけ
る交付金の草原管理費への充当を報告している
が、仔細は明らかではない

•岸岡・伊藤（2014）は、両牧野組合の収入に占
める交付金割合の高まりと組合員への放牧支援
の実態を報告しているが、牧野組合における組
合員の畜産業支援を対象としており、草原管理
作業との関係については実態分析がない

2022/11/19 村落環境研究会 10

第1章 先行研究の成果と研究課題の導出

• 牧野の「利用」という概念について
• 本研究は、農業や畜産業といった生産活動に直接用いる
ための利用という意味で用いており、図司（2004a）で
「生産的利用」と表現されている利用形態のこと

• 別に生態系サービスなどの外部経済の間接的利用という
意味での利用という意味も存在し、図司（2004a）は
「保全的利用」、三輪（2010）は「保存型利用」と表現

• これら両利用形態は併存していながらも、従来型の採草
や放牧を伴う「生産的利用」が喪失した後の管理活動の
継続の分析において「保全的利用/保存型利用」をも含
めて「利用」と一括りに表現してしまうと、生産的利用
消失後の管理作業継続の独自性が不明瞭になってしまう
ため、区別して用いることとした

2022/11/19 村落環境研究会 11

第1章 先行研究の成果と研究課題の導出

• 以上の先行研究の成果と課題を踏まえ
⇒草原管理に入会権者を構成員とする集落がどのよ
うに対処したのかだけではなく、その対処が可能
であったのは何故であり、どのような財政的裏付
けがあったからなのかという点を明らかにする必
要

⇒本研究の研究目的は、生産的利用が行われていな
い「管理後退期」にある集落における草原管理作
業とその活動の基盤となる集落財政の動向を明ら
かにすることである。これは、草原保全における
集落活動による貢献を明らかにし、既往の政策に
おいて焦点が当てられていない集落の貢献が有す
る課題という要素を抽出すること繋がる。

2022/11/19 村落環境研究会 12
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第2章 分析対象と分析方法

• 本研究は、阿蘇市の荻の草行政区に属する下荻の草集
落および下荻の草牧野組合を対象としてケーススタ
ディを行う

• 下荻の草牧野組合の入会権者には、1992年に有畜農家
はいなくなっており、本研究の研究目的に合致する

• 荻の草行政区は、上・中・下荻の草、合戦群、桃の木
という5つの集落から形成されており、荻の草行政区全
体では約30戸であり、うち下荻の草集落には5戸が存在

• 下荻の草牧野組合に権利を有するのはこの5戸から成る
下荻の草集落の1集落のみであり、下荻の草牧野組合の
組合員数は2022年9月時点では5戸である

• この組合員数は、阿蘇地域の牧野組合においては最も
少ない部類に属する（138/161牧野）

2022/11/19 村落環境研究会 13 2022/11/19 村落環境研究会 14出典：Google map

2022/11/19 村落環境研究会 15出典：Google map 2022/11/19 村落環境研究会 16
出典：農林水産省「農業集落境界データ」

2022/11/19 村落環境研究会 17

出典：草原再生協議会「阿蘇地域牧野位置図」

2022/11/19 村落環境研究会 18出典：Google map
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第2章 分析対象と分析方法

•下荻の草牧野組合の入会牧野は阿蘇地域の北外
輪山に位置する61haの牧野であり、土地の所有
者は阿蘇市であるが、下荻の草牧野組合によっ
て利用・管理されている

•そのうち8haについては1970年代に林地（人工
林）化して後述する「部落林」となっており、
その他に7haは未利用地であり、残りの46haが
草原管理作業の対象となる野草地である

•管理面積は、把握されている阿蘇地域の牧野組
合が管理する牧野面積としては、中位に属する
（68/161牧野）

2022/11/19 村落環境研究会 19 2022/11/19 村落環境研究会 20

出典：阿蘇草原維持再生基礎調査より筆者作成

第2章 分析対象と分析方法

• 本研究が研究対象とする草原は、経常的な管理作
業が必要

• 具体的には、「野焼き」という草原への火入れ作
業とそれに付随する「輪地切り」と「輪地焼き」
という防火帯作成作業

• 草原が広域に連続している阿蘇地域においては、
管理作業は隣接する草原の管理作業とも関係して
おり、特に荒廃した草原に接する草原は、延焼を
防止するための追加的な防火帯作成作業等が必要

• 下荻の草牧野組合による草原管理作業も同様であ
り、更に下荻の草牧野は隣接牧野の火入れの最外
延部にあり、かつ人工林がそこに位置している

2022/11/19 村落環境研究会 21

第2章 分析対象と分析方法

•下荻の草牧野組合は2001年より「公益財団法人
阿蘇グリーンストック」が実施しているの野焼
き支援ボランティア事業のボランティアを申請
し、受け入れており、2000年に開始をした当該
事業の中でも最初期であり、更には2002年から
は輪地切りに、2008年からは輪地焼きにもボラ
ンティアを要請

2022/11/19 村落環境研究会 22

第2章 分析対象と分析方法

• 続いて、『下荻の草部落決算書』『下荻の草牧野組合
（中山間）決算書』を用いて下荻の草牧野組合/集落財
政の動向を分析する

• これら2つの会計は別会計として区別されているが、こ
のうち牧野組合決算書（財政）は、部落決算書（財
政）を補てんする形で運用されており、次章の分析で
は両者を統合した「統合会計」による分析を行う

• なお、牧野組合の規約については明文化したものは存
在しておらず、組合員の間で暗黙に共有されているの
みであった

• 併せて、本研究は下荻の草牧野組合の組合長および組
合長代理へのヒアリングと下荻の草集落の現地調査、
下荻の草牧野組合の野焼きおよび防火帯作成事業への
参与観察を実施した

• なお分析期間は、2005年度～2021年度とする
2022/11/19 村落環境研究会 23

第3章 分析結果
第1節 組合員の動向分析

• 現在は、組合長が下荻の草集落に居住しているが、
その他の組合員は全員離村をしている

• 下荻の草牧野組合では、現在は原則として離村失
権はない

• これは野焼きや輪地切りのための人手不足が深刻
であるため、離村後も入会権を認めるという組合
間の「暗黙の了解」に基づいている

• 出不足の扱いについても同様の問題意識が現れて
おり、出不足に対しては出不足金の支払いではな
く、なるべく別の労働力を雇用によって確保する
ことで対応すると決められており、この労働力と
して、地元の林業事業者であるNPO法人「ふるさと
創生」が重要な役割を担っていた

2022/11/19 村落環境研究会 24
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第3章 分析結果
第1節 組合員の動向分析

• 組合員の高齢化と人手不足への対応として、雇用
による代理出役と併せて、Iターン者の参加が特徴
的である

• 1990年ごろに移住され集落で林業事業を開始され
たB氏が2016年から、同じく移住をされたC氏が
2017年からそれぞれ野焼きの火引きの担い手とし
て参加している

• しかしこの2名のIターン者はその後、転職によっ
て集落を出ていってしまい、草原管理作業（特に
火引き）の担い手不足の課題が急速に顕在化

• また組合員のうち1名は2010年より、2名について
は2021年より息子を作業に参加させ、火引きとし
ての育成を図っている

2022/11/19 村落環境研究会 25

第3章 分析結果
第1節 組合員の動向分析

• 組合長代理をされているA氏は、1992年に家族全員が離
村をしたが、集落に田んぼを残しており「田んぼは使
うし、道も使うので労役はしなければ」という思い、
かつ若手の組合員として牧野を見捨てることはできな
いとの認識から、牧野組合の組合員を続けている（こ
れは、同時に属していた荻の草区の区役は全て放棄し
たこととは対照的）

• なお集落の農業に関わる用水路の保全修理については、
荻の草地区や隣接する舞谷地区の水利権保有者と合同
で別組織を形成して行っている

• 下荻の草集落の部落林についても下荻の草牧野組合で
の管理利用となっており、荻の草地区には財産区が存
在しているが、下荻の草牧野組合とは会計上のやり取
りはなく、荻の草行政区の神社や公民館の修繕費等に
用いられている

2022/11/19 村落環境研究会 26

第3章 分析結果
第2節 集落財政分析

•下荻の草牧野組合と下荻の草集落との関係につ
いて、入会集団と集落居住民が分離せずに存在
しており、集落財政と牧野組合財政は渾然一体
となっていた

•先行研究では、牧野利用の変化に伴って、入会
集団と集落居住民が分離をしていくことが通例
とされているなかで、特異な事例であった

2022/11/19 村落環境研究会 27

第3章 分析結果
第2節 集落財政分析

•下荻の草牧野組合が属する阿蘇地域北外輪山の
他の牧野組合の実態調査からも明らかにされて
いるように、牧野貸付などにより組合員外利用
を受け入れている

•加えて、2019年4月から牧野ガイド事業という
新たな観光事業が取り組まれており、現在はコ
ロナ禍で中止しているものの、重要な収入源と
なっていた

2022/11/19 村落環境研究会 28

第3章 分析結果
第2節 集落財政分析

2022/11/19 村落環境研究会 29

未発表（投稿予定）の図表であるため、不掲載とさせていただきます。

第3章 分析結果
第2節 集落財政分析

•統合会計の収入の分析から以下の諸点が明らか
になった

•まず、中山間地域等直接支払が存在していなけ
れば草原管理は継続困難である実態がある

•他に、集落財政を経由しないが、2010年に「野
草地環境保全計画（牧野カルテ）」を作成し、
2014年に環境省の直轄事業による防火帯整備で
省力化が実現されており、これにより火入れ作
業の継続が可能になっている

2022/11/19 村落環境研究会 30
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第3章 分析結果
第2節 集落財政分析

•収入として牧野の賃貸料や上草の販売（草代）、
「部落林間伐」からの収入も小さくなく、収入
の2～3割を占めている

•しかし2018年に一度作業が実施されて後、委託
作業が進んでいないため収入が途絶えている

•集落の構成員から自治会費といった費目の徴収
はない

2022/11/19 村落環境研究会 31

第3章 分析結果
第2節 集落財政分析

2022/11/19 村落環境研究会 32

未発表（投稿予定）の図表であるため、不掲載とさせていただきます。

第3章 分析結果
第2節 集落財政分析

•統合会計の支出の分析から以下の諸点が明らか
になった

•支出の費目を投資的経費と経常的経費に区別し
て集計を行うと、牧道事業費、防火帯整備事業
費、災害復旧/倒木処理といった費目が投資的
経費であり、それを除いた経常的経費の支出は
40万円前後を推移していた

•経常的経費の内訳として、草原管理のための作
業日当とその費用（飲料代・ガソリン代など）
が支出のほとんどを占めており、上述した出不
足の際の雇用の費用も含まれている

2022/11/19 村落環境研究会 33

第3章 分析結果
第2節 集落財政分析

•草原管理作業費の経常経費比（下表）からは、
毎年約8～9割を草原管理保全の作業に支出し、
残額を蓄積して、適宜投資的経費に充てている
形態が明らかとなった

2022/11/19 村落環境研究会 34

未発表（投稿予定）の図表であるため、不掲載とさせていただきます。

第3章 分析結果
第2節 集落財政分析

•以上の分析結果をまとめると、先行研究で言わ
れていた「利用後退期」を迎え「管理後退期」
にある牧野組合の従来的収入である牧野賃貸料
等の組合員外利用からの収入は、草原管理の費
用に見合っていない実態が明らかになった

•牧野ガイド事業等による新規収入確保を図って
いるが、コロナ禍により中断しており、その貢
献可能性は今後の検討課題である

•牧野組合財政が集落財政と一体であることから
部落林からの収益が見込めるが、施業依頼が上
手くいっていない

2022/11/19 村落環境研究会 35

第3章 分析結果
第2節 集落財政分析

• 多面的機能支払や中山間地域等直接支払によって
草原管理に必要な経費のほとんどをまかなってい
る状況が明らかになった

• 山内・高橋（2002）では、草原管理における中山
間地域等直接支払の半自然草原に対する支払水準
の不十分さが指摘されていたが、その後の多面的
機能支払の支払いを受け、草原管理における貢献
度合いを定量的に明らかにすることができた

• ただし、下荻の草牧野組合ではこれら交付金に対
しては受動的な態度よりも、草原管理作業の継続
に向けた能動的な活用がなされていた

2022/11/19 村落環境研究会 36
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第3章 分析結果
第2節 集落財政分析

•経常的経費は牧野組合/集落財政の8～9割に上
り、残額をストックしながら、補助金を活用し
て省力化のための投資的経費を捻出していると
いう実態であった

•下荻の草牧野組合の牧野は、所有者が阿蘇市で
あるため、固定資産税の支出は不要

•かつては共有財産として入会権者への分配的性
格を有していた時期もあり、牧野の貸し付けに
よる収入などは組合員に分配されていたが、
2010年以降はそのような収入もなくなり、共有
財産的価値を発揮していない

2022/11/19 村落環境研究会 37

第4章 考察

•下荻の草牧野組合のケースは、牧野組合の組合
員による草原の生産的利用が喪失しているなか
で、草原保全のための管理活動が組合員を中心
として取り組まれているものであった

•先行研究の整理に基づけば、「牧野空洞化」が
進行する「利用後退期」に属する牧野組合で
あったが、同時に全ての入会権者が無畜農家化
した後、20年以上にわたって草原保全のための
管理を実施しているケースであった

2022/11/19 村落環境研究会 38

第4章 考察

• 本研究は、牧野組合の草原保全のための管理活動
が継続された要因として、以下の諸点を抽出した

• 第一に、先行研究は「牧野が連坦する阿蘇北外輪
山では、最低限野焼きを継続させることが入会権
者間での暗黙の了解とされているとみられる」と
述べられているが、本研究は同様の入会権者によ
る共通した理解を確認した

• 加えて、それらの理解が組合員同士の明示的な共
通理解として、総会や管理作業、その後の交流会
において繰り返し確認されていた実態があった

• 加えて組合長代理の強い問題意識に裏付けられた
リーダーシップの発揮が確認された

2022/11/19 村落環境研究会 39

第4章 考察

• 第二に、牧野組合の仕組みを変容して事態に柔軟
に対応している実態が明らかになった

• 元来の入会の形態とは異なっているが、外部の支
援を受けながら、組合員以外の労働者を雇用した
り、Iターン者を担い手として育成を図ったり、草
原管理を継続するための取り組みが見られた

• 下荻の草集落財政と下荻の草牧野組合財政は融合
していたが、これは小集落であるがゆえに人手不
足の課題が早期から顕在化し、その対応のために
両者の乖離をせずに無畜農家も組合員として残存
させるという方法をとったと推測される

• 組合の規約が明文化されていないこともこのよう
な柔軟な対応を可能としている要因となっていた

2022/11/19 村落環境研究会 40

第4章 考察

• 第三に、本研究は、草原管理活動が継続可能で
あった財政的実態を明らかにし、草原管理に関わ
る財政負担の定量的実態から、各種交付金の不可
欠な貢献を明らかにした

• 交付金の活用においても、中山間地域等直接支払
で牧野組合財政を補完しながら、中山間が使えな
い項目については、多目的交付金や集落財政を活
用し、多様な財源を総合させることで草原管理作
業が継続可能となっていた

• また部落林間伐収入や牧野の貸付や草販売といっ
た従来型の収入以外にも、牧野ガイド事業を受け
入れるといった観光収入の確保等を図っていた

2022/11/19 村落環境研究会 41

第4章 考察

• 一方で、その限界が表出してきており、先行研究
が指摘している「管理後退期」の様相を呈する事
態へと移行している

• 最も大きな要因は、組合員の高齢化と後継者の不
足に由来する草原管理の担い手の喪失であり、特
に火引きという専門性のみならず、地域特性を熟
知し、かつ延焼発生時の責任を全うできる担い手
が不可欠であるため、どれだけ管理作業のために
財政的裏付けが継続していたとしても、作業が実
施できない事態が存在している

• 火引き専門人材の確保という点は、草原保全のた
めの管理作業の継続にとって不可欠な要素である

2022/11/19 村落環境研究会 42
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【質疑応答】 
（佐藤）（司会）それでは先ほどと同様に、会場の皆さんから質問をお受けしたいと思いま

す。 
（江渕）1980 年代にこの地域を調査した方から一言。南小国町では入会利用が行われてい

る牧野は、共有地なんです。戦前に公権力によって林野を奪われようとした部落有林野統一

事業が契機となっています。これが無畜住民の、入会牧野の防火線切りなどの管理の参加に

影響を与えているというのを感じました。 
これは町有財産なんだと、行政は非常に強くいうわけですね。従って全住民が、というか

非農家、無畜農家だけでなく非農家を含む、部落会でこれは責任を負わなければいけないん

だというようなことを言っていたようなんです。 
質問ですが、そこで公益財団法人グリーンストックの設立者は誰ですか。行政じゃないで

すか。 
（白石）違います。 
（江渕）こういう組織が、1980 年代はなかったんですが、これが何か関係しているような。 
全く放牧していない住民の、牧野管理の参加ですね、これに、ある人がある認識を与えて義

務として行われる、公益的な義務だと、言葉が悪いかもしれませんが、思わせて、そういう

参加を促しているようなに思える。したがってこの公益財団法人の設置には行政が相当に

かかっているのではないかと私は思いますが、違いますか。 
（佐藤）グリーンストックは違うんだと思いますけどご存知でしたら。 
（江渕）本当に、自分たちのお金でやっているのですか。この財団法人の基金は一体誰だっ

たんですか。 
（白石）生協が一番大きなイニシアチブを発揮しました。そのため行政の強い影響下にある

とか、行政の働きかけがあって設立したというよりは、生協を中心とした運動というのがグ

リーンストックという一つの組織に結実したという歴史的な経緯があります。 
（江渕）そうすると、この公益財団法人の存在は捨象すべきかもしれないですね。 
（白石）今ご指摘いただいた公有地、こちらは市有地なんですけども、南小国町で言われて

いたよな「町有地だから」という意識が、どれほどこの草原保全をしていかなきゃいけない

という意識に繋がっているかは見ないと行けないと思います。 
（江渕）問題とされている分野の、登記上の所有者はどこが多いんですか。 
（白石）阿蘇市の旧一の宮町です。 
（江渕）行政でしょ。 
（白石）行政です。ただ組合長とか組合長代理にヒアリングしていく中で、確かに公有地で

あるということの認識は聞かれますけども、それが公有地だから草原保全しなければいけ

ないというよりは、先ほどご紹介したように連続している草原の中で、どこかが止めてしま

うと他にも迷惑をかける、負担がかかってしまうという意識から止めずに続けなきゃいけ

ないという意識の方がはるかに強いという印象を持っています。 
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（江渕）その理念ですね、その理念を持ってですね、まったく放牧していない住民が重労働

の牧野管理に参加するという意味が分かりません。 
（白石）そうですよね。私たちも調査していく中で本当に不思議でした。 
（江渕）何かあるんですよ。これは公益的な我々の公益的な理由だと非常に強い教育を受け

たんじゃないかなと。 
（白石）少なくとも入会権者のご子息であるとか、お孫さんとか娘婿さんまで管理作業に参

加されて何とか草原を守っています。そういった教育だけでは説明できない何かの要素が

あるのかなと推測しています。 
（江渕）南小国町はずいぶん前ですが黒川地区で裁判がありましたよね。 
（佐藤）よろしいでしょうか。この地域は、国有化されていた入会林野を下戻法で民有にし

て、その後公有林化したという歴史があります。南小国の北の小国町は全部、その後個人分

割をして造林をしました。南小国町は町有林として維持した。 
阿蘇市をはじめ阿蘇の周辺では公有林になったけれども、植えたとしても行政に収める

歩合は 5%というふうに非常に少ないのと、それから、行政にとっても阿蘇の国立公園に指

定されて草原・原野を何とか地元の人たちに続けて草原管理してほしいっていう要望は強

い。それが強制までなっているかどうかと、地元の方々もこれを守らなきゃいけないという

意識は確かにあるんじゃないかと思います。 
（白石）補足くださり、ありがとうございます。この研究だけではなく、冒頭ご紹介した図

司先生の牧野組合員への意向調査の中でも確認されています。草原が、もはや農業や畜産業

にとって価値がない中で、でも草原という景観を守っていくために草原というものに価値

があるという意識が確認されています。 
（江渕）逆に、もうこういう裁判はないかもしれないけど、先ほど言いかけました裁判事例

においては、無畜住民が、我々にも入会権があると主張しはじめている。放牧しない住民に

何でこんな入会権があるんだというのが、論点で。そこで当該牧野組合の性格と地域住民団

体の関係に非常に厳しく争われたがあった。 
地域住民団体は部落会、牧野組合は部落会の下部組織だという。だからこの牧野の入会集

団は部落会だと。非農家も含んで。この部落会だという主張に対して、なぜ非農家、具体的

に言うと、温泉経営者なんです。温泉経営者に入会権というものが帰属するのかという議論

となったんです。 
そういう誤解が重なっていると思いますけど、それはその土地が、町有林地であったとい

うこともかなり関係しているなという考えがありましたね。その後色々変遷があると思い

ますが。今後考察する上で、意識された方がよいかなと思いました。 
（白石）ありがとうございます。たしかにご指摘のとおり、公有地であるということが、組

合員にどういった意識をもたらしているかというところはまだ十分に検討できていない点

ではありますので、今後論文に完成させていく場合に検討したいと思います。 
（佐藤）ありがとうございます。その他にございませんでしょうか。 
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（野村）私も黒川温泉で調査したことがあります。現状を大変よく調査されていると思いま

すが、法律分野の人間として言葉がよくわからないところがあります。 
まず資料 9頁のところで、「集落や入会集団」それから「集落の自治組織と共有財産の管

理組織が分離する」というところですが、それぞれの団体の法的な意味が分からない。あと

牧野組合というのも出てきますが、これが実際どういう入会集団なのか言うのが明確にさ

れていないのでちょっとよくわからないというところがあります。 
それから 19頁ですが、下荻の草牧野組合によって利用管理されているというふうに書い

てあるんですが、その根源は何なんでしょう。市有なので旧慣使用権なのか、入会権なのか

どうなのかというところが、明確に示されていないのが法律の人間としてはちょっとわか

りづらいのですが。 
それから 26頁。離村失権という話が出てきましたけれども、水利権についてはこれは残

っているということでよろしいでしょうか。水利権も伝統的な水利集団であれば入会権類

似の権利として、離村失権の対象になると思うんですが。 
あとは、37 頁のところで「所有者が阿蘇市であるため固定資産税の支出は不要。」、その

下に「かつて共有財産として入会権者の分配的性格を有していた時期もあり、牧野の貸し付

けによる収入などが組合に分配されていたが」と、これは 2010 年まではそうだったという

ことなんですかね。所有者が阿蘇市であれば阿蘇市に入るわけですよね。入会権者に入るの

はなぜなのか。賃料という契約利用の対価がどういうふうに入っていくかという構造がよ

く見えてこないのですが。 
（白石）検討が不十分だったところをご指摘いただきまして、ありがとうございます。1 つ

目のご指摘、先行研究のところで出てきていた、「集落の自治組織と入会集団もしくは共有

財産の管理組織」という表現ですけれども、集落の自治組織というのは集落の居住民が自治

的な活動を行うための組織という認識でこのような表現を使っておりまして、かつ引用し

た先行研究もそうであるというふうに理解しています。入会集団というのは、こちらは先行

研究のケースによりますが、対象となっている資源に権利を有する入会権者の集団です。そ

して特にこの最後のところは、新住民が集落に多く入ってくる中で従来の入会集団と集落

の居住民が人的に乖離をしてくる中で発生してくる事態ということで、この後者に対応す

る集団として集落の自治組織、前者に対応する集団として共有財産の管理組織もしくは入

会集団という表現を使っています。 
2 つ目にご指摘いただいた、牧野組合の集団的性格としてどういうふうに理解したらいい

かというところですが、まだ十分に下荻の草集落に関しては調査しきれていないというと

ころがあります。けれども結論から申しますと、少なくとも合併する前の旧一の宮町の牧野

組合としては、市の所有地に対して旧慣使用権を有していて、それを利用している、故に管

理もしているというものです。 
（野村）旧慣使用権ですか、入会ではなくて。 
（白石）はい、そうです。ただこの点は、牧野組合としてどういう認識で活動されているか
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というところは十分に調査できていませんので、今後の課題としたいと思います。 
3 つ目にご指摘いただいたところ、下荻の草部落の決算書と、牧野組合の決算書の区別で

すけれども、当初は先ほど冒頭で申し上げた違い、つまり集落居住民と入会集団の区別に対

応する、それぞれの組織に対応する財政として定義しました。ただ実際には部落の活動に関

わる決算書と牧野組合の活動に関わる決算書という区別は形式上にはされているんですけ

れども、ヒアリングの結果、両者は統合して運用されているとのことでした。 
つまり片方は明確に部落の活動だけに関するものを計上して支出、もう片方は牧野組合

の活動に関するものだけを計上して支出するという構造になっておらず、牧野組合の支出

の中で足りないものを集落財政が補完していくという関係にあります。形式上は名前とし

ては区別されているのですが、運用の実態として両者は統合されているということです。そ

れはなぜかというと、牧野組合の集団とこの集落の集団というのが、少なくとも分析をした

時は分離されておらず、一体で存在しているので、統合的に扱っているのではないかと。 
水利権に関しては、今回の下荻の草集落に関してはそこに水利権は関係しておらず、より

広い荻の草地区単位で隣の大谷地区と合わせて存在しています。実際にここで紹介してい

る A 氏は離村されていますけれども、水利権を持っていらっしゃって、この水利権を持っ

ている集団による組織に参画しています。 
（佐藤）農地を持っておられるということですね。 
（白石）はい、そうです。 
（佐藤）なので水利組合にも離村はされているけれども加入しておられる。 
（白石）はい、そうです。 
（野村）失権はしていないんじゃないですか。住所的には離村はしているけれども集団から

は離脱していないとみられているということで。 
（白石）そのとおりです。また 2010 年までの「共有財産的性格」というところですけれど

も、阿蘇市への支払いのところはまだ理解できていませんが、少なくとも会計上発生してい

ないという意味で理解していました。少なくともそれ以前は牧野を貸し付けたり、部落有林

からの収入があった場合は、阿蘇市は介入せずに、当時から 6 戸しかなかったんですけれ

ども、牧野に関して発生した収入はその 6戸が均等に享受するという形になっていました。

組合長代理の言葉ではみんなの牧野なので牧野で発生した収入はみんなで分けるという意

識があったことを確認しています。ただそれもそういった収入があれば発生したわけです

けれども、2011 年以降はそういった収入もなくなっている中でそういった形で均等で分配

されるという性格は喪失しているという認識です。 
（野村）それについてもどういう権限で収益できたのかというのが重要になります。 
（竹内亮）（福岡女子大学・共同発表者）共同発表者として発言します。私自身まだこの部

分について勉強しないと逆に混乱させてしまうのかもしれませんが、少し捕捉させてくだ

さい。1997 年の一ノ宮町史の中では明確に旧慣使用権によって住民の利用を認めていたと

いう資料があるのですが、一方で隣接する阿蘇町の方は、旧慣使用権ではなくて民法に基づ
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く入会利用をしていたとあります。 
そうした中で阿蘇町と一宮町が合併して、それぞれの慣行を残したまま合併するといっ

たところで、町史や行政資料が終わっているのです。一方で実態を調査していくと、旧慣使

用権というよりは実態的には入会権があるような使い方をしていて、貸し付けといっても

上草の貸し付けであり、土地自体の提供をするために貸し付けを認めるといったわけでは

ない。土地の微少な改変をするんですけど、行政である阿蘇市がなにかしら関与するとか、

議会において解散について話は出てきません。そのため、実態がどうなっているかという点

を見ると、ほとんど旧両自治体の差異がなくなっている。というか行政が興味関心をなくし

ている、関わりたくないような感じの結果のために、私共から言うと民法上の入会的な利用

となるのではないかと見做したということです。それが阿蘇市に代金を支払わなくてよい

一つの理由だと考えています。 
（江渕）2 つの財政の分離というところから議論されていますが、もう少し法律ことを整理

して議論した方がよいと思います。共有財産の管理組織というのは、共有者の組織なんです

よ。全ての組織が共有者の組織ではないんですよ。例えば株式会社。株式の共有ではないん

ですよ。株式会社は団体財産の処分を多数決で決められるんです。 
ところが共有者の組織では多数決では決められないんです。全員が持ち分を持っていま

す。多数決で反対者の持ち分を侵害することはできないんです。全員一致でなければいけな

い。 
（佐藤）ただ先生、最近の法律では、存在が認められないとか、または反対者がいても利用

可能なように法律改正もされています。 
（江渕）土地の処分まではできないでしょう。私が全員一致だって言ったのはそのことです。

共有者の組織と非共有者の組織、非共有者の組織というのはどちらかというと近代的で人

数が多いんです。 
そこで、ある土地がある地域にいるのは全員が共有者の人だ、民法 263 条、共有入会権

者全員が共有入会権者である場合はですね、分離は起きないです。ところがそうでない住民

が 1 名でも入ってくると、そしてそのものの加入を認めるとその組織は共有者の集団とは

言えない。 
そこでここに書いてある分離が始まるんです。野村さん、分離というのは私そういうふう

に理解したんですが、どうですか。 
（佐藤）その点は、また後でいいですか。枚田先生お願いします。 
（枚田邦宏）（鹿児島大学）報告の中心の論点なんですけど、集落財政というふうにいった

部分がほぼ牧野会計と一体というのはちょっと解せない。本当なのかなと。集落会計という

のはもっといろんなものが入ってきても良さそうなのに、ほとんど牧野関係の管理に関係

するものしか入っていませんよね。ちょっとそこのところが本当っていうのが私すごい疑

問でした。調査していて、そう思われませんでしたか。 
人が出入りもしているわけですよね、新住民も入っているのに集落の会計そして自治会
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費はどこに入っているんですか。だからそこらへんがあんまり出てきてないようなちょっ

と気がしたので、本当に集落財政なんですかというのがちょっと根本的なところで疑問で

した。 
（白石）おっしゃっていただいた点はまさに我々が調査している中でも常に疑問としてあ

りました。組合長の方にも組合長代理の方にも何度もお伺いしたのですが、本来の集落会計

等に上がってくるような農業関係であるとかもしくは公民館改修のような費目は、お話を

伺っていくと荻の草地区というもうすこし広い行政区で会計上のやり取りというものがあ

るということでした。今回はあくまで下荻の草集落という、かつては 6戸ですけども、今は

5戸から構成されている集落の財政というところで把握を試みた結果、それが牧野組合の財

政と渾然一体であったというのが結論です。 
そういう意味では集落機能が維持されるために必要な諸機能のというものがどう支払わ

れているかという観点から言いますと、もう少し広い集落の会計の分析を入れてこないと

いけないのかなと思っています。 
（枚田）研究の枠組みから言ったらもうちょっと広い集落の部分と一般的な集落の財政と

いうのと比較するという方がいいのかなとちょっと思いました。意見です。 
（白石）ありがとうございました。 
（佐藤）そういう意味では集落というよりも中山間地域直接支払いの協定範囲かつ牧野組

合の範囲ではあるけども、小集落かもしれないですね。小集落単位で本当の自治組織という

か暮らしのベースというのはもう少し広いものを集落といってその枝分かれというかその

うちの小集落という意味合いかもしれないですね、ここの地域。 
（枚田）そうですね。そういう点では、集落財政というと違うような気がしました。 
（白石）なるほど、ありがとうございました。 
（佐藤）ありがとうございます。その他にございませんでしょうか。 
（藤原敬大）（九州大学）牧野ガイド事業についてお尋ねしたいんですけど、ガイド事業は

具体的にどのようなものか。例えばガイドするのにまず、トレーニングがどうなっているの

かなど、これが下荻の草の独自の取り組みなのか、それとも行政の関係なのか、他の組合と

の関係とかあれば教えて下さい。 
あと、観光地は牧野観光に限らずいろんなところで期待されていますが、コロナの影響を

受けたことは指摘されていますが、令和元年まだ 10万円いかないぐらいだと、グラフから

見れますが、例えば将来的には組合員の方も関わりたいなどの展望があれば教えて下さい。 
（白石）ありがとうございます。足りないところをご指摘いただきました。まず牧野ガイド

事業は下荻の草牧野組合独自のものではなくて、阿蘇地域で取り組まれているものです。各

自が好きにやるという形ではなくてガイドをするためにある種のトレーニングを受けてさ

れています。今回の下荻の草の牧野組合としては、そのガイドさんに下荻の草牧野を案内し

てもらうという形です。今は組合長代理ご自身でもガイドとして登録をして、自分でもガイ

ドできるようにしようという検討をされているところです。 
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この観光収入の阿蘇地域の中での扱いは、特に組合員以外の方が牧野に入ってくるとい

うことに対しては基本的には抵抗があるというのが大多数です。実際別の研究でも、草原保

全に関わる協議会組織の中で観光利用をどんどん進めていこうという議論がされてはいた

けれども、組合側の抵抗感があるというところで、全体として統一として進めていくのは難

しいところがあるということが明らかにされています。 
そのため、こういった形で観光収入の確保をしていくというのはどちらかというと一部

の牧野に見られるような取り組みであり、全体としてやっているものではありません。 
（竹内）共同研究者として発言します。この牧野ガイド事業は 2018 年から道の駅阿蘇を運

営する NPO法人が窓口にやってまして、白石さんが発言したようにガイド養成の研修をし

ています。その研修の中で、参加者から牧野保全料 1000 円を受け取って、それを牧野に還

元していくという取り組みです。 
（藤原）ありがとうございます。 
（佐藤）ありがとうございますその他にございませんでしょうか。オンラインの方も大丈夫

ですかよろしいですか。私の方から 2点あります。 
１つは入会の中で畜産農家と無畜農家が分かれて利害が対立するという時代から全員が

無畜農家になって、それでも 20 年間牧野の管理を継続されている。その中で、リーダーシ

ップという話がありましたが、この方のお住まいや職業とかそういったことについて教え

てください。どういった方がモチベーションを持って管理を継続されているか、もう少しイ

メージできればありがたいです。 
それから２つめに、継続するための財政基盤として農政の中山間直接支払いが非常に大

きな役割を持っているということが改めて分かりました。2000 年から導入された制度で、

地域の人気も高く継続されている事業です。多面的機能交付金はこういった牧野管理の維

持に使われ方でもいいと思うんですけど、中山間の直接支払いは条件不利な地域でも農業

を継続することを奨励するという目的の事業です。この地域は少なくとも生産活動から撤

退してしまっている中で、中山間直接支払いはこの地域にとっては非常に大きな意味があ

るんですが、自治体の農業振興とか条件不利地域でも農業を続けるための棚田保全とかそ

ういった名目が前提の助成金の使い方として大丈夫なのでしょうか。 
そこのところの議論、牧野維持ということであるのか、もしあるとしたら例えばもう一度

生産活動を続けていくということになった時にいつでも復帰できるという意味でしょうか。

最近のウクライナ情勢の中で、放牧というのがもう一度畜産振興にとって非常に重要にな

るので、やっぱりこの中山間直接支払いで、誰も畜産をやらなくなった集落でも草原維持し

ておく必要があるなど、中山間直接支払いはこんなに生産と離れてるけど草原維持してま

すよというのが、いいのかどうかについて若干疑問があります。 
（白石）ありがとうございます。いずれも抜けていた点です。1 つ目の点、もはや生産的利

用をしていない中で継続しているという中で、どういった方がされているかという点です。

先ほどご紹介した A 氏は集落にまだ田んぼや畑を持っておられ、そういった意味では農業
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の生産活動をされている方です。それ以外の方でその集落に田んぼもしくは畑を持って活

動されている方は 1 名のみであり、他の皆さんは農業生産もされておらず、居住もしてい

ません。近隣の麓に住んでいらっしゃいます。また熊本市などにご子息が働いているといわ

れている方も、入会権者ご本人が高齢のために参加できないので、わざわざこちらに来られ

て活動に参加されるといった形になっています。こういった点はもう少し分析を追加した

いと思います。 
そういった意味では生産的利用があるからというモチベーションも当然重要な要素だと

思うのですが、組合長や組合長代理をはじめとして、やっぱりこの草原保全を何とかして続

けていかなければいけないという意識の強さというところが、ヒアリングの中でも何度も

確認された点です。 
２つ目の点は今それを十分にお答えするために材料が手元にないので、今後また追加で

調査をして補強したいと思いますありがとうございます。 
（高村学人）（立命館大学）（オンライン参加）ご発表ありがとうございました。私は金沢出

身なのですが、雪かきをしないと周りから困った家だと思われるためその圧力により雪か

きをやる地域です。阿蘇草原でもそういうメカニズムがあることを知り、とても面白かった

です。 
先行研究で挙げられた図司先生の研究は入会の研究では珍しく、入会権者が入会集団か

ら退会・離脱していく現象を扱っていて、私も興味深く読んでいました。図司先生だと世帯

が家畜を放牧することがなくなると、牧野組合員である利益がなくなるので、入会権者とし

ての資格を捨てて、権利者でなくなる、それゆえ牧野組合の担い手が少なくなるという現象

を扱っていたと思います。今日の発表はそれと異なる現象を扱われていたので、興味深いと

思いました。逆に不思議だなと思ったのは、どうして皆さん有畜農家でなくなったのに組合

員を継続しているのか、ということです。 
それぞれ有畜農家でなくなった時期が違えば、先に家畜を放さなくなった人から辞めて

いくこともあり得るかなと思いました。畜産業の変化の時期がそこだけ違ったのかとかあ

と。 
それから集落という単位がもともと小さいのか、そうでなはなく、ある程度の世帯数があ

って今 5 世帯ぐらいになってるのか、という点も教えていただければと思いました。ちも

ともと集落の構成員が少ないので、辞めることも許されなかったということも考えられる

のではと思いました。どうして皆さんが組合を辞めず、入会権者であり集落構成員であると

いう形が実際に畜産業をされなくても継続したのか。その点を知れればと思いました。 
（白石）ありがとうございます。まず畜産業をやめていかれた歴史について、20 年よりも

前の状況につきましては正直分かっていないというのが現状です。ただ集落の戸数につい

ては、集落を歩いて回ったところ、現状の 6 戸以上の建物を建てるスペースがほとんどな

いという感想を持ちました。統計データがないのでなんとも言えませんが、15戸とか 20戸
とかあったとは考えられない集落というのが下荻の草集落の状況ではありました。ですの
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で、歴史的に見て、かつてたくさんの入会権者がいらっしゃって今 6 戸になっているとい

うよりは、そんなに数は変わらずに推移してきているという仮説を今持っています。 
その中でなぜ 20 年以上も牧野管理を続けているかというところは、この研究の根本的な

問いでもあるわけですが、先ほどの繰り返しになりますが、特にリーダーシップ発揮してい

る方がどうしても続けていかなきゃいけないという思いを強く持ってそれを適宜、組合の

中で共有して総会の場とかでスケジュールをきちんと確認し、参加できるかどうかを確認

することを継続的にされてきていた点が効いていると考えます。しっかりしたお答えにな

っていませんが、地元に昔は田んぼを持っていたからやっていたとかそういった個別の組

合員の動向についてもう少し分析できればと今後考えております。 
（高村）はいありがとうございました。今後の研究も楽しみにしています。 
（白石）ありがとうございます。 
（佐藤）その他にご質問ないでしょうか。泉先生お願いします。 
（泉英二）（元愛媛大学・国民森林会議提言委員会長）（オンライン参加）どうもありがとう

ございました。最初の会場でのご質問の方の趣旨がちょっとよく聞き取れなかったので、も

しかしたら重なっているかもしれません。 
それから先ほどの佐藤会長からのコメントに少し悪ノリするような形で考えてみますと

やはりどうして継続しているのか 1993 年で有蓄農家が終わった後、この 30 年というのは

やはり大変。 
それが繋がっているのはただ単に今回の財政のところで言われた、2 つの交付金というも

のを獲得しているということではないのかと。それを少し敷衍すると、そういうふうな交付

金が 1 人や 2 人の集落住民で申請書を書けるわけもない。というふうなことになると当然、

その阿蘇市役所の市有地である。阿蘇市としては、草原を景観整備しておくことは必要であ

ると。それを阿蘇市が国の交付金を活用して、その交付金を取ってきて、集落に管理を委託

している。いわば住民自治組織をうまく活用しながら安上がりに草原管理を維持しようと
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しているというふうな形ではないでしょうか。阿蘇市が所有しているところであり、その

最終的管理責任はやはり阿蘇市が問われてしまうというふうなことから出てきている話で

はなかろうかというのが勝手な一つの仮説でございます。間違っているとは思いますけれ

ど以上です。 
（白石）ありがとうございます。交付金が持っているそういった自治体と牧野組合との関係

というところで、自分ではなかなか気づいていなかった点をご指摘いただきました。 
ただその交付金の使途につきましては、ほとんど実費をペイするという形で使われてい

ますので、それが組合員の収入になるので続けていこうという点は中山間等直接支払に関

しては働いていないのではないかというのが決算書からの分析ではわかっています。 
多面的交付金についてはもう少し分析が必要ですけども、まだ分析が足りていませんの

で、追加していきたいと思います。ありがとうございます。 
（佐藤）ありがとうございます。時間もきましたので終わりたいと思います。報告の中で、

Iターン者が牧野管理に関わっているという話もでてきましたが、林業組織である NPO法
人ふるさと創生です。この組織は事業拡大をしていっている、そうした林業の NPO が牧野

管理まで担っているという点は正直驚いたところです。 
今後ともぜひ研究を進めていただいて、森林管理との関係なども議論していくと面白い

のではないかと思いました。有難うございました。 
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【質疑】 
（佐藤）（司会）発表の途中なのですが、時間の都合で本日は第 2章までの発表とさせてい

ただきたいと思います。長濱先生すみません。では、今までのところで権利関係やイギリス

の植民地の関係で制度が出来上がってきて 4 つの村で対応が違うという話でした。まず州

が決めた法律はどこまでで、他は全部地元と住民の人たちが決めた制度なんですか。 
（長濱）地域住民の人たちでは、州の制度があるということを、特に管理委員会の人たちは

理解していますが、世帯調査で聞き取りをしていると、州の制度があるのかどうか、州の制

度が一体どういうものなのかを知らない世帯主の方が 8割ほどです。 
（竹内）非常に基本的な質問ですが、森林パンチャーヤトは所持者は誰で、実物の誰が所有

しているのかご教訓いただければと思います。 
（長濱）所有というのは森林パンチャーヤト林のことですね。その地域の営林署の方に申請

をしていて、その場所はそもそも国有林地である場所がほとんどです。 
その林地には 3 つのタイプがあって、リザーブドフォレスト(Reserved forest：画定林)な

のか、あるいはプロテクテッド・フォレスト（Protected forest:保留林）なのか、シビル・

アンド・ソヤム・フォレスト（Civil ＆ Soyam forest：市民林）なのか。それらの場所を

営林署に申請することによってパンチャーヤト林地の管理となるので、パンチャーヤト（住

民自治組織）であることから管理主体はその村落の住民、構成員となります。 
（竹内）管理は村落の住民、所有はどこですか? 
（長濱）所有は資料 38スライドのように 3 つのタイプに分かれています。リザーブドフォ

レストの所有について、権利主体が誰なのかという話ですよね。ウッタラーカンド州の森林

局ということになります。国有林の管理というところではその権利主体がウッタラーカン

ド州になります。 
（嶋田）保護林についてはいかがでしょうか？ 
（長濱）はい、こちらも全て州です。州の管理になりますね。 
（竹内）もう 1点。パンチャーヤト同士の関係、それが 3章 4章の話になってくるかもし

れないですが、協力したりすることがあるのか。明確に対立することがあるのかそれについ

てご存知の範囲で教えてください。 
（長濱）ありがとうございます。私がよく面談させていただく D 村の森林パンチャーヤト

長は、自分たちの村でうまく制度を活用できたから隣の村などに、「君たちのところも森林

パンチャーヤトを作ったらいいじゃないだろうか」と提案してきたことが 1990 年代の初頭

にありました。私が調査した 2012 年の時は、その地域の 170 余りの村落を束ねる森林パン

チャーヤト長のリーダーに任命されていました。 
これはケース（事例）なんですけどもね。比較的良好な関係が私の調査地ではよく見られ

るとおもいます。 
（佐藤）村々入会みたいな係争はないんですか。境界を巡って隣の集落と権利を争うといっ

たことは。 
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（長濱）それは聞いたことがないです・・日本でいうと、村々入会というケースになるんで

すね。 
（佐藤）それはもう上から決められているから、ないのでしょうか? 
（長濱）森林パンチャーヤトの場合、上からこういうふうにここを管理してくださいという

ことはなく、自分たちでこの場所が荒れ地だから森林パンチャーヤトの管理にしたいとか、

自分たちで「このエリアにこの境界で」と、申請します。営林署がその境界をどうするかと

いうことを決めるときにその長が立ち会って場所を画定していくということです。そこが

ジョイント・フォレスト・マネージメント（JFM）とは大きく違うということになっていま

す。 
（佐藤）わかりました。牧先生からご質問あるようです。 
（牧洋一郎）（オンライン参加）そちらに（対面会場に）野村先生とか江渕先生はいらして

ますかね? 
（佐藤）はい、いらしてます。 
（牧）長濱先生の報告で、私自身、入会の研究の少し方向が違っていたのではないかと後悔

している部分があるんですけど。中尾先生がご存命なときに私は独学で入会研究に入った

んですけど。ドイツの Gesamteigentum、この関連から入ったんですけど、中尾先生がそう

じゃなくて東南アジアとか東アジアの入会の比較研究が必要だということをおっしゃられ

たことがあったんです。中でもタイは戦前からの独立国であると。そして米作地帯であると。 
それで今、インドの入会研究を長濱先生からお聞きしたんですけど、こういう比較研究を

私は全然してこなかったもんだから、まず独仏の入会権を重点的にやったことは間違いだ

ったのではなかろうか、むしろ東南アジアや東アジアを重点的に比較研究するべきじゃな

かったのかと思っているんですけど。江渕先生はいかがでしょうかと思って。 
（佐藤）指名ですので江渕先生いかがでしょうか。 
（江渕）おっしゃるとおり、ドイツ語における Gesamteigentum の概念は日本法に非常に

悪い影響を与えていますね。もう何の疑いもなく日本の入会はドイツの Gesamteigentum
だって。あれは誰が言ったんですかね。えーと、古い講釈者が勝手に決めつけて、それが日

本の民法学のエースの我妻栄先生に紹介されましてですね。 
その前に石田文次郎という人、その方の Gesamteigentum論そしてそれを我妻栄先生が

自体はほとんど入会のことが分かってない人なんですけど、その人が言ったもんですから、

全員がこのドイツの Gesamteigentum論になんていうんですかね洗脳されまして、日本は

そうだというふうに決めつけてあったんですよ。 
いまだに民法学者や裁判官、弁護士たちは、そのドイツ法理論で頭が出来上がっていて、

日本の民法規定の 263 条が中心なんですが、ほとんど無視している。法規をほとんど無視

しているんですよね。 
したがって、やはり日本の法律学のヨーロッパ法を受け継ぐ傾向がひどすぎましたね。そ

の結果、ひどい判決なんかが裁判所で言い渡されるんですよ。裁判官の頭にもすね我妻栄が
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描いた Gesamteigentum の論理しかないんですよね。 
そこにきて、長濱先生のインド法の着目というのは、虚をつかれたと思いがしています。

いやー、非常に期待を持ちたいと思います。インドの VP（パンチャーヤト林）ってどうい

うものなのか全く勉強していませんでしたので、目が開かれた思いがしています。 
インドという遠い世界のような感じがするんですけど非常に共通点がある思いもするん

です。 
（長濱）そうですね。自然と一緒に生きるっていう、自然を管理したり支配したりするって

いう思考ではなくて、私たち日本人と同じですね、共にどうやったら、一緒に在ることが、

つながることができるか、うまく言えないですけども、ヨーロッパ的なその自然感とはやっ

ぱり異なるところがやっぱりある。 
（佐藤）その他に、牧先生。 
（牧）長濱先生、今日の報告をぜひ会紙に反映して、冊子を・・・。 
（長濱）よかったらこの本は出たばかりで、今日 2冊しか持ってこなかったんですけども、

読んでみてください。九州大学出版会から出させていただきました。 
（佐藤）今、チラシをチャットで送りましたので、ご参考ください。ありがとうございます。

では、高村先生お願いします。 
（高村）貴重な報告ありがとうございました。本は注文したので続きは本で勉強させていた

だきます。インドの森林パンチャーヤトについてはアルン・アグラワルの議論が国際コモン

ズ学会でも影響があるので、その点に興味を持ちました。 
アグラワルによれば、森林を管理するコミュニティが先に存在したのではなく、森林パン

チャーヤトを管理させるために作られた主体であって、ガバナンスの仕組の中で初めてコ

ミュニティが構築されたとされます。 
日本の入会では、近世の村がその後の入会の主体の土台になっていますが、森林パンチャ

ーヤトでは、森林を国有、州の管理にした後に、州の許す範囲で森林を利用すれば、例えば

立木を伐採しないという計画を立てて森林利用していくなら、コミュニティに利用権を与

えるという考え方だと思います。他のアジアの国でもコミュニティフォレストという言い

方で類似の仕組みがあるかと思います。 
長濱先生のご研究は、アグラワルのようにコミュニテイが統治のために作られたという

より、もともとの村落と森林パンチャーヤトには継続関係もあるし、住民が自治組織として

主体性を発揮しているということを強調されているのでしょうか。 
（長濱）ありがとうございます。アルン・アグラワルの「エンバイロンメンタリティ

（Environmentality）」という本ですね。私も勉強させていただくことが多くて。ただ、私

はやっぱり調査の最初の頃にで、社会の底辺にいる人たち、特に森を利用する女性の人たち

や SC（スケジュールド・カースト：指定カースト）の人たちにたくさんお会いして、そう

いった人たちが森と共存して共生する。ある女性が森に行くと自分はとても貧乏で何も買

えないんだけど、森に行くと森は全てを自分に与えてくれる。食べ物もそうだし住まいもそ



 38 

うだし。そういった森と女性の関わりに関心がある。 
私は、本当はもっと経営やマネジメントにコミットすればいいと、意思決定における女性

参加をすすめるのことが自分の仮説としてあったんですけれども、でもアジア的な思考の

中で、必ずしもそういった場所に、女性は管理の場所にいなくてもいいのかな、という考え

が頭を離れず、それは今でも解けないです。 
ただ K 村の村寄り合いのような森林管理のための議論の場に行くと、女性がとても元気

で女の人の 8 割ぐらいの方々が自分は森林管理委員ではない、管理委員もやったこともな

いけれども、自分と森との関わりについて「森は何でもくれるお父さんのような存在だ」と

いう話もしたりする。そういったところを先生のご指摘のような点から、「女性と森」とい

うことについて書くことにより、何か明らかになることがあるんじゃないかと考えている

ところです。非常にぼやっとしているので、また教えていただけたら幸いです。 
（高村）よくわかりました。ありがとうございます。 
（江渕）日本の民法学者が悪いと言いましたけれども、日本の特に民法学者は、入会は古い

時代のもので、壊れていく運命にあるんだ。だから今入会を研究しているようなやつはバカ

だとそう言わんばかりの言い方をしているんです。 
考えてみたら、日本人と山林との関わり合いというのは何か変化が入り過ぎたような気

がする。というようか、何か突拍子もないとこに行ったような気がする。 
そうではなくて、実は密接につながってその中で生きていくという生き方があったんだ

ということ、それがインドの例を持って示していただきたいんですよね。 
（長濱）こうやって入会研究者の先生方と、特に法律を研究されている先生方とお話しさせ

ていただくのが初めての機会で、いろいろ文献を読んだりした有名な先生がこちらにもあ

ちらにもいっぱいいらっしゃって、今日は貴重な機会をありがとうございます。 
私はもともと小学校の教員だったので、細かく、議論を深化させていくことがなかなか苦

手なところがあって、いろいろな先生方と多様な意見をいただきながら、どうしたら最終的

にアクションにつなげていけるかをいつも模索しているところです。本は稚拙な文章で、批

判どころたくさんなんですけれども、今日はいろいろ教えていただいた中で、日本の入会と

インドの森林パンチャーヤトということで、今後も何か研究できたら大変ありがたく思っ

ています。ありがとうございました。 
（佐藤）ありがとうございます、その他にご質問ないでしょうか。矢野先生から、藤原先生

お願いします。 
（矢野達雄）（元愛媛大学・元広島修道大学）今日は、インドのウッタラーカンド州のパン

チャーヤトというのを紹介いただきまして非常に興味深いお話でした。私の聞き違いでな

ければ、このパンチャーヤトという住民自治組織はこの州にしかないというふうに聞こえ

たんですけども、そうなんでしょうか。そうだとすると、これはかなり人為的にというか上

からの主導で作られたもんなんでしょうかということですが。 
（長濱）まだ 3章 4章まで行ってないんですけれども、4章では、最終的に外からの要請で
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作られた組織とだという話をさせていただきます。もう一つは、ウッタラーカンド州で森林

パンチャーヤトは組織化されましたが、例えば私今ネパール人のゼミ生が今 20 人近くいる

んですけれども、ネパールのコミュニティで森林パンチャーヤトと非常に類似したそうい

った組織があるそうです。そういった話もネパールの学生から聞くとともに、文献でも読ん

でいますので、森林パンチャーヤト制度となるとウッタラーカンド州で今認められている

制度ではありますが、他の地域にも似たような名前、同じような性質を持つ組織があるよう

です。そういった点についても今度はインドとネパールのパンチャーヤト林についての比

較という視点での研究も進められるのかなと思っております。ご意見ありがとうございま

す。 
（矢野）ありがとうございます。 
（藤原）2 つあります。まずは再確認になってしまいますが、パンチャーヤト林というのは

国有林という理解でいいのでしょうか。今日の先ほどの話だと画定林、保留林、市民林これ

は国有林だと思うんですけど、あくまでもこれは国有林の中の話なのかということで。画定

林が増えているというような話がありましたけど、画定というのは境界があくまで画定す

るという議論になってきたので。 
（長濱）プロテクト（保留）してから、画定されてリザーブドされるということですね。 
（藤原）あくまでも境界が画定してしまって、その画定林の中で利用面積が増えるか減るか

というのが理解で。パンチャーヤトについてということですねそうですね。あくまで国有林

ですね。 
（長濱）はいそうです。 
（藤原）インドネシアの場合、国有林の外に慣習林を出しました、最近。なので、所有が国

有林と慣習林と私有林に区別されます。そうした点が比較できると面白いなと思っていま

す。 
（長濱）なるほど、ぜひインドと比較したら面白いですね。 
（藤原）それから 1 つ目に関連して、JFM と森林パンチャーヤト、森林法上の違いは何か

あるんですか。 
（長濱）ちょっとそこは私、語れないんですけど、ジョイントフォレストマネジメントと森

林パンチャーヤトを比較すると、ジョイントフォレストマネジメントは政府の方からここ

を管理してくれというふうに住民が譲り受けるので 5 年でプロジェクトが終わればそこの

管理が終わります。最後の M村はそもそもジョイントフォレストマネジメントで管理して

いるところで、プロジェクトが終わったから今は森林パンチャーヤト林にしているという

そういった林地もあるんですね。 
その森林法におけるジョイントフォレストマネジメントとの違いについては、今後調べ

て、またお答えできる機会があればと思います。 
（藤原）もう 1 つの点ですが、このパンチャーヤト林があるのはウッタラーカンド州だけ

だということで、それが興味深かったんですけど、その理由としては何かということ。ウッ
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タラーカンド州にはこのパンチャーヤト林がありますけど、他の州ではまた別のような、

JFMだけっといったように、ウッタラーカンド州というのは特殊だという位置づけですか。 
（長濱）そうですね、やっぱりウッタラーカンドって非常に特殊な地域、チプコ・ムーブメ

ントといって、1970 年代に森林の伐採を女性たちが木を抱いて守ることによって森林の伐

採を阻止したことが全インドに伝わり、世界中に知れ渡ったということもある。 
ウッタラーカンド州ってある意味ですね、非常に特殊な州でもあります。またイギリスの

林学校がウッタラーカンドの州都であるディラドーン（Dehradun）にもあったことから、

統計的な資料も毎年入手することができるといった状況もあります。したがって、地理的に

もまた風土的にインドの辺境ということもありますけれども、制度だけでなく歴史的な意

味に関しても、特殊な地域でもあると言えると思います。 
（藤原）ありがとうございます。 
（佐藤）ちょっと用事があって、オンラインから出られたんですけれども、鹿児島大学の枚

田先生の方から日本の入会というのは、農業生産の水稲や水源管理とかですね、そういった

ものと関連があると。 
さっきも質問出ましたけど、日本はもともと村落共同体との関係が基本になっている。農

業などそもそもの村落とパンチャーヤトの関係はどうなんでしょうかという質問がありま

す。 
（長濱）なるほど。ちょっとそこは非常に答えにくいところで、実はインドの「パンチャー

ヤト」は、森林パンチャーヤトではなくて、別の組織になります。今先生おっしゃっている

のはパンチャーヤトという森林を含めた地域の政治一般に関わる森も含めた一般に関わる

ことになるので、私は今回、森林パンチャーヤトとパンチャーヤトを切り離して、森林パン

チャーヤトを論じているので、もっと大きくパンチャーヤトになると、ちょっとテーマがず

れてしまうので、またこれは次の課題にさせていただきたいと思います。 
（佐藤）ありがとうございます。その他にございませんでしょうか。はい、野村先生。 
（野村）参加型って書いてあるんですが、どの程度住民の決定権というか自治権というのが

あるんですか。こうする、ああするという決定にどのくらい参加できているのでしょうか。 
（長濱）それもですね 4 章の方で論じています。参加のことで新しく提案しようと思って

いて。その参加ということについても議論の場に意思決定の場に参加するっていう参加だ

けではないっていうことを先行文献から最初に述べたんですけども。やはり女性の森の関

わりに私は多いに着目していることから、その女性たちは森林の植林活動、パトロール、そ

ういった森林に関わるアクションをする活動については、参加しているということから、必

ずしも森林管理プラン、マイクロプランを作ったりという意思決定にかかわる活動だけで

はなくて、そういった森林管理の活動、森林利用の活動ということをその中に取り入れるこ

とによって、新しい段階を提案するということをこの次の機会にさせていただく予定です。 
英語論文の方もちょうど先月出たのでですね、そちらの方も「Forests」という MDPI が
編集されている論文に、立花先生と長濱と、あとインドのラクワル先生と三人で書いたので、
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それも検索いただければと。そちらの方にも新しい段階についても提案させていただいた

ところです。ぜひ読んでいただけると幸いです。ありがとうございます。 
（佐藤）あと残り 7 分になったんですけれども、泉先生がありますね、泉先生。 
（泉）大変素晴らしいので途中でアマゾンでも購入させていただきました。それでですね、

聞かせていただいていると日本の国有林野法という法律の中に共用林野制度というのがあ

ります。かなりちょっと似ているんじゃないかなっていう気もしたということだけちょっ

と一言申し上げてということです。また見ておいてください。 
（長濱）比較の対象がいろいろ増えてきました。共用林野ですね、そちらの方も調べること

によってインドと比較させていただきたいと思います。 
（佐藤）長濱先生への質問に限らず第一報告、第二報告で質問を忘れたといったものがあれ

ば、出していただきたいんですけどいかがでしょうか。天田さん、お願いします。 
（天田慎一）（林野庁）（オンライン参加）ありがとうございます。最初の第一報告のときで

すね、生産森林組合が解散した後に、記名共有ですね、お話があったんですけども、それ以

外の認可地縁団体とか、そういった形っていうのを検討された結果なのか、特にそういった

ことではなく、とりあえず元に戻す的な恰好で記名共有を選ばれているような、感覚だけで

も結構なので教えていただければと思います。 
（佐藤）はいありがとうございます。長田さん。生産森林組合を解散して、その後記名共有

にされているんですけれども、その他の形態はないかということと、その記名共有を選択す

る前に、認可地縁団体とかその他の形態を検討した結果、やっぱり記名共有だったのかって

いう質問なんです。 
（長田）わかりません。そこそこの集落で考え方が違うんでですね、どれをどういうふうに

検討したとか言われてもちょっと私に分からないです。 
（天田）わかりました、すいませんありがとうございます。 
（佐藤）記名共有の他には何かないですか。その他の例として。ご存知なのは。 
（長田）個人に分割したところもあるということですね。 
（天田）最後の長濱先生に対してですが、私も林野庁の職員で国有林も担当しましたので、

日本で言えば国有林の共用林制度とかに近いと感じました。また、カナダの伐採権でも、コ

ミュニティ伐採権を後から作ったり、そうしたものに近いのかなというような印象を持ち

ました。もともと利用はされていたところに、そうした制度的な枠組みをはめているような

印象を受けました。これはコメントです。いろいろとありがとうございます。 
（長濱） ありがとうございます。本日、最後にいい質問をしてくださって。私もシドロモ

ドロで答えていたのですが、話をしながらだんだんやっぱり国有林にフォーカスされてき

たということです。 
今回の議論から、日本の国有林の共有林について、インドだけではなくアジア一般、そし

て今さっきも会員の先生方が、ドイツやフランスの研究をされてこられたことが分かった

ので、本当に広く、コラボレーションできる研究内容だなということを改めて認識しました。
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ありがとうございます。 
（佐藤）ありがとうございました。それでは、時間も押してきましたので第 19 回目の村落

環境研究会をこれで閉じさせていただきたいと思います。 
今日は長時間にわたりですね、ご参加いただき誠にありがとうございました。来年以降も

続けてまいりたいと思います。 
今日は長濱先生に資料をもっと作っていただいてたんですけれども、途中で強引に私か

ら遮ってしまいまして、大変申し訳ございませんでした。来年も報告いただければと思いま

すし、今日の研究会の前にありました、理事会総会では来年愛媛大学の西脇先生に報告いた

だければありがたいという話もでました。 
法律関係では最近、入会に限らず土地の不在の問題をどう解決するかという土地に関す

る法律が変わっておりますので、それらの点で問題提起していただければというふうに考

えております。別途相談させていただきますけれども、ぜひご検討いただければと思います。

よろしくお願いします。それではオンラインの皆様ありがとうございました。会場の皆様も

ありがとうございました。 
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第 19 回村落環境研究会理事会（総会） 
 
第１号議案 
1. 事業報告 
2021 年 8 月 25 日 会報の送付及び 18 期シンポジウム開催案内 
2021 年 11 月 19 日 シンポジウム開催（九州大学） 
2. 第 19期 村落環境研究会収支決算書（2021 年 7 月 1 日から 2022 年 6 月 30 日） 

 

（単位：円）

（1）収入の部 予　算（Ａ） 決算　（Ｂ） （Ａ）（Ｂ）比 　　　　　備　　　　　　　　　　　考

　前期繰越 158,201 158,201 0

　会　　費 85,000 69,000 -16,000 会費18人、賛助会員3法人

　寄付金 10,000 7,500 -2,500

　その他 0 0 0 受取利息

　収入計 253,201 234,701 -18,500

（2）支出の部 予算（Ａ） 決算（Ｂ） （Ａ）（Ｂ）比

　第19回シンポ

開催経費
40,000 50,000 10,000 テープ起こし

　機関紙印刷費 50,000 52,000 2,000 会報18号印刷費

  広報費 50,000 61,167 11,167 ホームページ作成費、開設料

　会議費 0 0 0

　通信費 14,000 8,116 -5,884 会報発送経費、シンポ案内

　事務費 1,000 420 -580 振り込み手数料

　振替手数料 5,500 3,273 -2,227 会費郵便振替手数料

次期シンポ開催

準備費
10,000 0 -10,000

　支出合計 170,500 174,976 4,476

（3）次期繰り越し 82,701 59,725 -22,976

と認めます。

　　　監査用収支決算書

　　　2023年（令和5年）　　　6月　　15日

村落環境研究会　　監事　川 原 祥 治　　　印

村落環境研究会　　監事　野 村 泰 弘      印

について、預金通帳、証拠書類及び収支決算報告書によって監査を行ったので以下のとおり

　第19期村落環境研究会収支決算書（2021年7月1日から2022年6月30日）

　監　査　報　告　書
　2021年（令和3年）7月1日から2022年（令和4年）6月30日までの第19期事業年度の財務に

報告いたします。
一、財務執行は適正に行われており、収支計算書は研究会の状況を的確に示しているもの
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第 2 号議案 
第 20期 村落環境研究会収支予算書（2022 年 7 月 1 日から 2023 年６月 30 日） 

 
 
 

（単位：円）

（1）収入の部 第19期予算（A） 第20期予算（Ｂ） （Ａ）（Ｂ）比 　　　　　備　　　　　　　　　　　考

　前期繰越金 158,201 59,725 -98,476

　会　　費 85,000 95,000 10,000 会費25人、賛助会員4法人

　寄付金 10,000 10,000 0

　その他 0 0 0 受け取り利子

　収入計 253,201 164,725 -88,476

（2）支出の部 第19期予算（Ｂ） 第20期予算（Ｂ） （Ａ）（Ｂ）比

　第19回シンポ

開催経費
40,000 25,000 -15,000

会場使用料、オンライン配信アル

バイト他

　機関紙印刷費 50,000 55,000 5,000 会報印刷費

　広報費 50,000 22,000 -28,000 ホームページアップ、維持費

　会議費 5,000 5,000 0

　通信費 14,000 14,000 0 ｼﾝﾎﾞ開催通知、会報発送経費等

　事務用品費 1,000 1,000 0 振り込み手数料

　振替手数料 5,500 5,500 0 会費振替手数料

　次期シンポ開催

準備費
10,000 10,000 0

　支出合計 175,500 137,500 -38,000

（3）次期繰り越し 77,701 27,225 -50,476

　第20期村落環境研究会収支予算書（2022年7月30日から2023年6月30日）


